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1. はじめに 

1.1 計画策定の背景と⽬的 

石狩市（以下、本市とする）では、人口減少や高齢化といった社会情勢の変化に対応するた

め、コンパクトなまちづくりと連携した「持続可能な公共交通網の形成」を目指し、地域が一

体となって公共交通の活性化・再生に取り組み、将来にわたって住民の暮らしを支えていくた

めの地域公共交通へ見直しを図るため、『石狩市地域公共交通網形成計画（以下、前計画とす

る）』を平成 30 年度（2018 年度）に策定しました。 

前計画に基づき、バスロケーションシステムの導入や、石狩湾新港地域への移動利便性向上

や市街地の周遊性向上を目的とした AI オンデマンド交通『いつモ』の実証運行等の施策を行

ってきましたが、高齢化の更なる進展、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う公共交通利用

者の減少、慢性的な人手不足による運転手の高齢化など地域公共交通を取り巻く環境は厳しさ

を増しています。 

こうした中、前計画を策定後、国においては、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

等の改正が二度（令和 2 年度（2020 年度）及び令和 5 年度（2023 年度））行われ、既存の

公共交通に加え、スクールバスや福祉バス等の地域の多様な輸送資源を総動員した取組の推進

や、地域の関係者の『共創』を通じ、利便性・持続可能性・生産性が向上するよう、地域公共

交通ネットワークを再構築＝『リ・デザイン』することが求められています。 

こうした状況を踏まえ、前計画が今年度に計画期間の最終年次を迎えることから、社会情勢

の変化を踏まえた本市に望ましい持続可能な地域公共交通の姿を明らかにし、その実現に向け

て地域の多様な関係者が連携して地域公共交通を『リ・デザイン』することを目的とした、地

域公共交通計画となる『（仮称）イシカリモビリティ 2030（シン・石狩市地域公共交通計画）

（以下、本計画とする）』を策定します。 

 

1.2 計画の区域 

本計画の計画区域は、石狩市全域を対象とします。 
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1.3 計画期間 

本計画の計画期間は、北海道新幹線の「新函館北斗～札幌」間の開業が令和 12 年度（2030

年度）を予定しており、札幌圏における交通状況の大きな変化が予測されていることを考慮し、

令和６年度（2024 年度）～令和 12 年度（2030 年度）の 7 年間とします。 

 

1.4 計画の位置付け 

本計画は、「第５期石狩市総合計画」、「石狩市都市整備骨格方針（「石狩市都市計画マスター

プラン」・「石狩市立地適正化計画」・「石狩市緑の基本計画」・「石狩市住生活基本計画」を内包

した計画）」などの本市における関連計画や、さっぽろ連携中枢都市圏における公共交通政策

におけるマスタープランとして策定された「さっぽろ連携中枢都市圏地域公共交通計画」に示

される方針と整合を図りながら、本市の公共交通政策におけるマスタープランとして策定する

ものです。 

 

 
図 1-1 計画の位置付け 
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1.5 前計画の検証 

1.5.1 前計画の概要 

本市では、平成 31 年 3 月（2019 年 3 月）に前計画である『石狩市地域公共交通網形成

計画』を策定しました。計画期間は平成 31・令和元年度（2019 年度）～令和 5 年度（2023

年度）の 5 年間となっています。前計画で位置づけた基本方針・目標・施策は以下の通りとな

っています。 

 

 

図 1-2 前計画の概要 
  

今後の施策
施策1
現⾏サービスレベルの維持・確保・改善

施策2
公共交通空⽩地の解消

施策3
⽯狩湾新港地域への効率的な交通網の確保

施策4
地区内を循環する交通形態の検討

施策5
公共交通担い⼿確保に向けた取組

施策6
乗換拠点（交通結節点）の検討

施策7
乗換拠点への乗⼊や待合環境の改善

施策8
モビリティ・マネジメントの推進
施策9
デマンドバス運⾏⽅法等の改善
施策10
公共交通マップの作成及び普及
施策11
バスロケーションシステムの導⼊

基本⽅針①
まちの持続に向けた利便性の⾼い公共交通網の形成

基本⽅針③
地域の交通状況に応じた公共交通利⽤促進策の推進

基本⽅針④
わかりやすい情報提供の仕組みづくり

基本⽅針②
コンパクトなまちづくりに繋がる交通結節点を
中⼼とした交通網の構築

⽬標1 公共交通の利⽤増加
指標 公共交通利⽤者数

⽬標2 公共交通空⽩地住⺠の移動環境の向上
指標 公共交通空⽩地における運⾏地域数

⽬標3 ⽯狩湾新港地域への公共交通利便性向上
指標 ⽯狩湾新港地域就業者の公共交通利⽤割合

⽬標4 持続可能な公共交通サービスの提供
指標 公共交通担い⼿の新規⼈材確保数

⽬標5 公共交通を利⽤しやすい待合環境の形成
指標 待合環境への満⾜度

⽬標6 公共交通に転換するための利⽤促進策の展開
指標 公共交通利⽤促進に向けた取組回数

⽬標7 わかりやすい情報発信による利⽤促進
指標 情報発信への満⾜度
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1.5.2 前計画に基づく施策の取組概要及び課題 

本市では、前計画に基づき、関係機関との連携のもと、主に以下に示す取り組みを行ってき

ました。 

 

1) AI オンデマンド交通の実証運⾏『いつモ（いつでも つながる モビリティ）』 

『施策 2 公共交通空白地の解消』・『施策 3 石狩湾新港地域への効率的な交通網の

確保』・『施策 4 地区内を循環する交通形態の検討』を包括した施策として、スマートフ

ォンのアプリを介して乗車の予約を行い、予約に応じて AI が最適な経路を選択しバスを

運行する AI オンデマンド交通の実証運行を、多様な関係者の連携のもと令和 4 年度

（2022 年度）より行いました。 

令和 4 年度（2022 年度）の実証運行は、石狩湾新港地域で働く人を対象とした『通

勤オンデマンド交通』と市街地（花川・樽川・緑苑台）地区住民や公共交通空白地である

生振地区住民を対象とした『市内オンデマンド交通』の 2 種類を運行しました。なお、

本事業の実施にあたっては、国土交通省より『新モビリティサービス推進事業（新型輸送

サービス導入支援事業）』の採択を受けて実施しました。実証運行は令和 4 年（2022 年）

10 月から半年にかけて実施し、『通勤オンデマンド交通』は約 550 名、『市内オンデマ

ンド交通』は約 400 名の利用がありました。利用者の満足度や事業の継続に対するニー

ズは高い結果となりました。 

 

  

図 1-3 令和 4 年度の実証運⾏概要 
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令和 5 年度（2023 年度）は、前年度の取組を検証した上で運行内容に改善を加え、

『市内オンデマンド』と『通勤シャトル・乗継便』の 2 種類の AI オンデマンド交通を令

和 5 年（2023 年）9 月より実証運行を行っています。なお、本事業の実施にあたって

は、国土交通省より地域の多様な関係者の「共創」による地域交通の維持・活性化の取組

等を支援することを目的とした『共創モデル実証プロジェクト』の採択を受けて実施し

ています。 

 

 
図 1-4 令和 5 年度の実証運⾏概要 

 

2) バスロケーションシステムの導⼊や⽯狩市公式 LINE による情報提供 

北海道中央バス㈱では、バスの現在位置・接近・遅延などの運行情報をスマートフォン

やパソコンで確認できるバスロケーションシステム『中央バスナビ』のサービスを、石狩

市内の路線は令和 2 年（2020 年）3 月から開始されました。 

また、北海道中央バス㈱石狩市内路線の運行情報を石狩市公式 LINE にてプッシュ通

知する機能を令和 4 年度（2022 年度）より開始しました。これにより、暴風雪等で運

休になった際の情報発信機能が強化されました。 
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3) 厚⽥区・浜益区における多様な移動⼿段による⽣活交通の維持確保 

厚田区においては、北海道中央バス㈱（札厚線）が沿岸部の国道 231 号を道の駅「あ

いろーど厚田」まで運行しておりますが、内陸部は公共交通の空白地となっています。そ

のため、厚田区では地域住民が主体となって高齢者等の移動手段を確保するため、NPO

法人あつたライフサポートの会による自家用有償旅客運送を平成22年度（2010年度）

より運行しています。この運送では、サポーター会員が自家用車を利用して、利用者の居

宅から最寄りのバス停留所や集会施設・高齢者福祉施設・商業施設（コンビニ）までの移

動を有償で運送しています。また、本市が自家用有償旅客運送の運行主体となり、市教委

が運行するスクールバスへの有償による一般住民混乗の運送を行っています。 

浜益区においては、平成 27 年度（2015 年）に北海道中央バス㈱が廃止となり、現

在は、本市が自家用有償旅客運送の運行主体となりワゴン車によるデマンド交通「浜厚

線（浜益厚田間乗合自動車）」と「浜滝線（浜益滝川間乗合自動車）」の運行を行っていま

す。また、厚田区と同様にスクールバスへの有償による一般住民混乗の運送を行ってい

ます。 

これらの多様な移動手段について、運行方法に適宜改善を加えながら、地域住民にと

って貴重な生活交通の維持確保に努めてきました。 

 

4) 交通事業者の事業継続に向けた⽀援 

前計画を策定後、新型コロナウイルス感染症

の拡大や原油価格・物価高騰により、バスやタ

クシーなどの交通事業者は大きな経営打撃を受

けました。そのため、本市では、市民が安心し

て生活できる公共交通を維持するため、市内に

路線又は営業所を有する交通事業者に対し、事

業の継続を支援するための補助金の交付を、令

和 2 年度以降、適宜実施してきました。 

 

 

 

 

  

図 1-5 ⽯狩市公共交通⽀援事業
        補助⾦概要（令和 4 年度）
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前計画に基づき、これらの取り組みを行ってきましたが、以下に示す内容については、

実現に至らない、具体な検討に着手できていないなどの課題を残しました。 

 

• AI オンデマンド交通『いつモ』の実証運行を開始したものの、本格実装には至ってお

らず、石狩湾新港地域への新たな交通網確立や市街地内を周遊する新たな交通網の確

立、生振地区における公共交通空白地の解消には至っておりません。 

• そのため、計画の目標として石狩湾新港地域就業者の公共交通利用割合の増加を掲げ

ましたが、本格実装に至っていないため、現段階で評価はできない状況です。また、

本施策の目指す効果として、自家用車を持たない人の石狩湾新港地域への通勤手段の

確保による就業機会確保が挙げられますが、効果を発現させるには本格実装及び更な

る利便性向上が必要です。 

• 本市に複数存在する公共交通空白地の解消に向けて、具体な検討に着手できたのは生

振地区のみであり、その他の公共交通空白地域では、地域住民との意見交換などに留

まっています。そのため、引き続き地域住民との意見交換及び持続可能な移動手段の

検討が必要です。 

• 現行サービスの維持に向け、交通事業者の事業維持に向けた支援を行ってきましたが、

現行サービスレベルの改善に向けた、路線やダイヤの見直しについては具体な取組を

進めることができませんでした。 

• 現行路線の再構築に向けた具体な検討ができていないため、交通結節点についても具

体な検討に着手できませんでした。コンパクトなまちづくりを推進するため、令和元

年度に策定された『石狩市都市整備骨格方針（内、石狩市立地適正化計画）』とも連

携しながら、最適な路線配置・交通結節点配置について検討を進めていく必要があり

ます。 

 

上記に示すように、前計画で位置づけた施策の達成状況は未達のものもあります。ま

た、新型コロナウイルス感染症による公共交通利用者の減少等もあり、計画の目標に定

めた公共交通の利用増加は達成できませんでした。 

 

資料︓北海道中央バス㈱提供資料         

図 1-6 公共交通利⽤者数の推移 
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2. 地域公共交通における課題 

本市の概況や公共交通・その他移動手段の運行・利用実態・移動特性、前計画の検証結果を

踏まえ、本市における地域公共交通の課題を再整理します。 

 

2.1 ⽯狩市の現状からみた課題 

本市の人口動向や都市構造など地域特性を踏まえた課題は以下の通りです。 

 

(1) ⼈⼝減少・⾼齢化の進展に対応した持続可能な移動⼿段の維持確保 

本市の総人口は、平成 17 年（2005 年）の３市村合併時にはピークとなる約 6 万人

を記録するものの、その後は減少に転じており、令和 7 年（2025 年）以降も減少が続

く見込みとなっています。少子高齢化が進展し、老年人口割合は、令和 2 年（2020 年）

時点で 34.1％となっており、令和 27 年（2045 年）には約 40％にまで上昇する見込

みとなっております。 

生産年齢人口が減少することで、通勤・通学による公共交通利用者は減少することが

予想される一方で、自動車の運転が困難になり、公共交通を必要とする高齢者は増加し

ていくことが予想され、公共交通の重要性はより一層高まっていくものと考えられます。 

そのため、就業者や高校生の通勤・通学や高齢者の通院・買い物など多様な移動ニーズ

に対応した持続可能な移動手段を維持・確保していくことが必要です。 

 

 

資料 
H2〜R2 ︓国勢調査 
R7〜R42︓「第 2 期⽯狩市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」 

※推計値は H27 ⼈⼝を基準⼈⼝として推計 

図 2-1 年齢 3 区分別⼈⼝と⽼年⼈⼝割合の推移 
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(2) 広⼤で分散した都市構造を⽀える公共交通ネットワークの維持確保 

本市は、南北に約 67km 長に伸びた形状で、面積が約 720km2 と広大で多様な地域

特性を有しています。日常生活に必要な都市機能施設（医療・商業・教育・行政等）は石

狩市南部の市街地（花川・樽川・緑苑台地区）に集中しており、厚田区や浜益区の地域住

民は日常的に広域な移動が必要となっています。また、通勤・通学を含め日常生活におけ

る移動は、市内間だけでなく、札幌市への移動も多い状況です。 
そのため、本市の分散した拠点間及び札幌市間との広域な移動を可能とする公共交通

ネットワークを維持・確保していくことが必要です。 

 

  
図 2-2 都市機能施設の分布 
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(3) コンパクトな市街地づくりを推進する利便性の⾼い公共交通ネットワークの形成 

本市では、令和元年度に『石狩市都市整備骨格方針』を策定しました。その中で、市内

の都市計画区域を対象に、持続可能でコンパクトなまちづくりを推進するため、居住機

能及び都市機能を人口が集中する市街地に誘導することで人口密度の維持を図り、市街

地のみならず、市街地を核としたその周辺地域における生活環境も維持していくことを

目的とした『立地適正化計画』を策定し、居住誘導区域と都市機能誘導区域をそれぞれ定

めています。 

居住誘導区域は、現状のバス停配置状況や都市機能施設の立地状況を基に設定されて

いますが、現状のバス路線配置では、花川⇔緑苑台間など地区間の移動は不便な状況に

あります。生活利便性を向上し、居住誘導をより推進していくためには、地区間移動の充

実など更なる移動利便性の向上が必要です。 

 

 

図 2-3 居住誘導区域及び施設の分布状況 
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(4) ⽯狩湾新港地域への効率的な移動⼿段の確保 

就業者総数が 2 万人を超える石狩湾新港地域では、札幌市からの就労者が約 6 割とな

っており、路線バスの便数が少ないため、自家用車や企業送迎バスでの通勤を強いられ

ている状況です。操業企業としては、公共交通の利便性の低さから雇用の確保が課題と

なっており、公共交通の充実を求める声が大きい状況です。また、平成 30 年（2018

年）に実施した市民アンケート調査によると、公共交通の利便性が向上すれば石狩湾新

港地域で働きたいと思う人が多くいることがわかっており、潜在的な移動需要もあるこ

とがわかっています。 

そのため、石狩湾新港地域への効率的な移動手段の確保が必要であり、本市では前計

画に基づき、AI オンデマンド交通実証運行を行い、新たな効率的な移動手段の確保を目

指しておりますが、本格実装には至っていないため、早期の本格実装が急務となってい

ます。 

 

 

図 2-4 ⽯狩湾新港地域の公共交通網 

 
資料︓⽯狩市⺠アンケート調査（2018 年実施） 

図 2-5 ⽯狩湾新港地域への公共交通利便性が向上した場合の就労ニーズ 
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(5) ⾃動⾞依存の脱却に向けた移動⼿段の確保及び利⽤促進 

本市の世帯当たりの乗用車保有台数は、さっぽろ連携中枢都市圏の市町村の中でも、

やや高い傾向にあります。また、平成 30 年（2018 年）に実施した市民アンケート調

査では、75 歳以上になっても自家用車の運転を続けたいと考えている方が、いずれの地

区においても約半数以上を占める状況にありました。 

市街地（花川・樽川・緑苑台地区）以外においては、公共交通が不便なため、自家用車

での移動に頼らざるを得ない状況となってしまっており、自家用車以外で移動できる移

動手段を確保することが必要です。また、路線バスが一定数存在している市街地（花川・

樽川・緑苑台地区）においても自動車への依存は高い傾向にあるため、市民の移動ニーズ

に応じた改善を検討していくとともに、公共交通の利用促進を図っていくことが必要で

す。 

 

 

図 2-6 市町村毎世帯当たり乗⽤⾞保有台数 
 

 
資料︓⽯狩市⺠アンケート調査（2018 年実施） 

図 2-7 運転を続けたい年齢 
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2.2 公共交通等の現状からみた課題 

本市の公共交通・その他移動手段の運行・利用実態、移動特性を踏まえた課題は以下の通り

です。 

 

(1) 公共交通空⽩地における移動⼿段の確保 

本市では、市街地（花川・樽川・緑

苑台地区）は居住地に対して概ね徒歩

圏内にバス停が配置されている状況

ですが、生振、美登位、北生振、八幡

地区には公共交通空白地が広がって

おり、地域住民の移動は自家用車やタ

クシー等に頼らざるを得ない状況と

なっています。 

厚田区も同様に公共交通空白地が

広がっていますが、公共交通の補完的

役割として、スクールバスへの一般住

民混乗や NPO 法人あつたライフサポ

ートの会による公共交通空白地有償

運送が行なわれています。なお、浜益

区においては、路線バスは存在しませ

んが、デマンドバス（浜厚線）による

区域運行が行われているため、居住地

からの移動手段は確保されている状

況にあります。 

本市では、前計画に基づき、公共交通空白地の解消に向け、地域住民との意見交換を行

いながら、持続可能な移動手段の確保に向けて検討を続けてきており、生振地区におい

ては、AI オンデマンド交通実証運行により移動手段の確保を目指しておりますが、本格

実装には至っていないため、早期の本格実装が急務となっています。その他の地区につ

いても、スクールバス等の既存の輸送資源の活用も視野に入れつつ早期に移動手段を確

保していくことが必要です。 

 

 

 

  

 

図 2-8 公共交通空⽩地の分布状況
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(2) 公共交通への利⽤転換に向けた利便性の⾼い公共交通ネットワークの再構築 

路線バスの利用者数は減少傾向にある中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

り、利用者数は減少し、公共交通を取り巻く環境は年々悪化しています。公共交通を持続

可能にするためには、公共交通への利用転換を図っていく必要があります。 

そのためには、市民のニーズに合った利便性の高い公共交通ネットワークを再構築す

ることが必要です。 

 

 

資料︓北海道中央バス㈱提供資料         

図 2-9 公共交通利⽤者数の推移（再掲） 

 
資料︓⽯狩市⺠アンケート調査（2018 年実施） 

図 2-10 公共交通に対する満⾜度 

 
資料︓⽯狩市⺠アンケート調査（2018 年実施） 

図 2-11 公共交通に対する改善ニーズ  
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(3) 担い⼿不⾜に対応した効率的な運⾏体系への再構築 

人口減少・高齢化が進行している中、交通事業者においては、運転手の高齢化及び慢性

的な人手不足が深刻化している状況であり、人手不足による運休・減便など運行に影響

が生じている状況です。新たな雇用の確保も厳しい状況が続いており、運転手不足の状

況は今後も深刻化していくことが予想されています。 

そのため、限られた人的資源の中で運行を効率化し、公共交通分野における生産性向

上を図っていくことが必要です。 

 

 

図 2-12 さっぽろ連携中枢都市圏のバス運⾏事業者のバス運転⼿の年齢構成 
 

(4) 地域公共交通を守る市⺠意識の醸成 

高齢化の進展により、公共交通に求められる役割は重要性を増していく一方で、公共

交通利用者の減少による事業採算性の低下、人手不足の深刻化、行政による公的負担の

増大など地域公共交通を取り巻く環境は厳しい状況にあります。 

公共交通を持続可能にしていくためには、地域住民との公共交通を取り巻く情報共有

や意見交換を通じて公共交通を将来的に維持するための意識醸成を図っていくことが必

要です。 

 

(5) 冬期における公共交通利⽤環境の改善 

近年は暴風雪による被害が激甚化・頻発化しており、大規模な交通障害が度々発生し

ています。自転車が利用できなくなる冬期では公共交通の利用が増える傾向にある中、

大雪等による運行中止、除雪が追い付かず道路混雑による定時性の低下、待合環境の悪

化など様々な問題が発生し、公共交通の利用を避ける要因の一つにもなっています。 

そのため、ハード・ソフト両面で関係機関の連携のもと、冬期の利用環境改善を図って

いくことが必要です。 
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2.3 社会情勢の変化を踏まえた新たな課題 

前計画を策定後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うライフスタイルの変化や脱炭

素社会の実現に向けた機運の高まりなど、社会情勢は大きく変化しています。また、国におい

ては、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の改正が行われており、本市の地域公共

交通についても社会情勢の変化に伴う以下の新たな課題への対応が求められます。 

 

(1) 多様化するニーズに対応した移動⼿段の確保 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、デジタル化の急速な進展もありテレ

ワークの急速な普及、自宅周辺での活動時間の増加等、人々の生活様式は大きく変化・多

様化しています。 

密を避けた暮らしや歩いて暮らせるウォーカブルなまちづくりへの機運の高まりなど

まちづくりに求められるニーズも多様化している状況です。 

こういった状況の中で、身近な市内間の移動の重要性も増しているものと考えており、

多様化するニーズに対応した移動手段を確保することが必要です。 

 

(2) デジタル技術を活⽤した利便性の向上 

コロナ禍を契機にデジタル技術が急速に進展し、公共交通分野においても、AI オンデ

マンド交通やキャッシュレス決済等の多様な技術が発展しています。本市においても、

令和 4 年度（2022 年度）より AI オンデマンド交通『いつモ』の実証運行を開始して

おり、利用頂いた方のスマートフォンアプリに対する満足度は高い結果となっています。

このことからもデジタル技術を活用することで、公共交通の利便性は大きく向上するも

のと考えており、『いつモ』の取組だけでなく、既存の公共交通等とも連携し、地域公共

交通全体の利便性を向上させることが必要です。 

 

(3) 脱炭素社会の実現に向けた公共交通分野における対応 

近年地球温暖化対策への重要性は増しており、政府が政策目標として掲げた「2050

年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を踏まえ、本市においても「ゼロカーボンシティ」

を目指しており、脱炭素社会の実現に向けた取組を展開しています。 

公共交通分野においても、自家用車利用から公共交通利用への転換による CO2 排出

総量の縮減や次世代車両の導入による公共交通の脱炭素化などについても検討を行って

いくことが必要です。 

 

(4) 地域の関係者の『共創』を通じた、公共交通の利便性・持続可能性・⽣産性向上 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の改正が令和 5 年度（2023 年度））

行われ、地域の関係者の『共創』を通じ、利便性・持続可能性・生産性が向上するよう、

地域公共交通ネットワークを再構築＝『リ・デザイン』することが求められています。 

本市が令和 4 年度（2022 年度）から取り組んでいる AI オンデマンド交通実証運行

では、交通事業者、石狩湾新港地域操業企業団体、小売店、病院など多様な関係者が『共

創』し、利便性・持続可能性・生産性が高い移動手段の確立を目指しています。この取り

組みを推進していくことが必要です。  
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2.4 課題の総括 

本市における各地区における問題点や 2.1～2.3 に記載した本計画で対応すべき課題をとり

まとめて以下に示します。 

 

 



 

18 

 

 

 

 

 


